
　附   属   明   細   書　（認定特定求職者職業訓練勘定）

令和元事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　平成３１年　４月 　１日

至　　令和　２年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 車両運搬具 34,506,414 0 0 34,506,414 32,505,728 2,590,396 0 0 2,000,686

(減価償却費) 工具器具備品 35,723,347 14,190,765 7,117,598 42,796,514 17,867,161 6,314,552 0 0 24,929,353

計 70,229,761 14,190,765 7,117,598 77,302,928 50,372,889 8,904,948 0 0 26,930,039

有形固定資産合計 車両運搬具 34,506,414 0 0 34,506,414 32,505,728 2,590,396 0 0 2,000,686

工具器具備品 35,723,347 14,190,765 7,117,598 42,796,514 17,867,161 6,314,552 0 0 24,929,353

計 70,229,761 14,190,765 7,117,598 77,302,928 50,372,889 8,904,948 0 0 26,930,039

投資その他の資産 敷金 0 58,300 0 58,300 0 0 0 0 58,300

退職給付引当金見返 0 4,510,249,039 153,520,557 4,356,728,482 0 0 0 0 4,356,728,482

計 0 4,510,307,339 153,520,557 4,356,786,782 0 0 0 0 4,356,786,782

期 末 残 高
減価償却累計額

差引当期末残高
減損損失累計額

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

摘　要資産の種類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額



（単位：円）

0 58,116

計 21,222 58,116 0 21,222 0 58,116

貯蔵品 21,222 58,116 0 21,222

２．たな卸資産の明細

種   類 期 首 残 高

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘　要当期購入･
その他 払出･振替 その他

製造･振替



（単位：円）

賞与引当金

計 0 219,329,896 93,897,844 0 125,432,052

３．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

0 219,329,896 93,897,844 0 125,432,052



（単位：円）

※算定方法につい
ては、注記を参照

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高 期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高

0 0

　一般債権 0 58,300 58,300 0 0 0

敷金 0 58,300 58,300 0

0 0

　貸倒懸念債権 0 0 0 0

0 0計 0 58,300 58,300 0

0 0

　破産更生債権等 0 0 0 0



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②△③） 0 4,810,948,489 454,220,007 4,356,728,482

0 1,671,591,733 28,310,671 1,643,281,062

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 0 3,196,232,461 331,270,580 2,864,961,881

0 1,982,808,892 28,310,671 1,954,498,221

0 3,286,307,761 151,260,098 3,135,047,663

0 1,303,498,869 122,949,427 1,180,549,442

５．退職給付引当金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘   要



（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

合 計 14,249,065 0

認定特定求職者職業訓練事業 14,249,065
工具器具備品 14,190,765円
その他 58,300円

0

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振　替　額 主　な　使　途 振　替　額 主　な　使　途

合 計 2,246,387,917 1,990,006,495

期間進行基準による振替額 190,514,499 158,207,382
人件費 79,950,469円
謝金 5,491,250円
その他一般管理費 72,765,663円

費用進行基準による振替額 0 0

業務達成基準による振替額 2,055,873,418 1,831,799,113
人件費 1,085,748,587円
特定求職者職業訓練認定関係業務 746,050,526円

423,096,000

区 分 運営費交付金収益
運 営 費 交 付 金 の 主 な 使 途

費 用 主　な　使　途

114,748,000 2,816,580,000 2,246,387,917 14,249,065 0 2,260,636,982 247,418,401 176,617

（注）その他の取崩額176,617円は、当初運営費交付金を充てることを予定していた事業が廃止縮小されたことに伴い、運営費交付金債務を直接取崩し、不要財産として国庫納付した額である。

６．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期 首 残 高 交付金当期交付額
当 期 振 替 額

期 末 残 高
運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小   計

引当金見返との相殺額 その他の取崩額



（３）引当金見返との相殺額の明細

（４）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

計 423,096,000

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

認定特定求職者職業訓練事業 247,418,401
賞与引当金見返　　　　 93,897,844円
退職給付引当金見返　　153,520,557円

費用進行基準を採用した業務に係る分 0 ○費用進行基準を採用した業務はない。

配分留保額 423,096,000

法人運営上、以下の事態等へ対応するため留保している額：423,096,000円
　
　〇重要度が高く、緊急に対応を求められる業務等の実施
　〇予定外の退職者の発生に対応

業務達成基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

期間進行基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

運営費交付金債務残高 使　用　見　込　み

合　　　計 247,418,401



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(　)は非常勤

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、嘱託職員に係る給与等として、595,897千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に△233,601千円及び一般管理費に△14,126千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

合 計
123 － － －

1,165,575 － 0 －

職 員
－ － － －

1,162,587 － 0 －

－

2,987 － － －

７．役員及び職員の給与の明細

区 分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

役 員
123 － －



８．開示すべきセグメント情報

　認定特定求職者職業訓練勘定は、単一セグメントであり、認定特定求職者職業訓練事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメ
ント情報の記載を省略しております。
なお、認定特定求職者職業訓練事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１６.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。

企業年金基金

労働関係法人

広本　和博　　※ （九州職業能力開発大学校）

山本　英治　　※ （関西職業能力開発促進センター）

若林　革 ※ （千葉職業能力開発短期大学校）

吉池　貴久　　※ （中部職業能力開発促進センター）

かることを目的とする。 る。 永野　朝子 （千葉支部長）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50号） 　当基金は、平成２９年に 松見　和彦

に基づき、加入者の老齢、死亡又は脱退について給付 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

９．関連公益法人等に関する事項

① 労働関係法人企業年金基金

（１） 関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

を行い、もって加入者及びその遺族の生活の安定をは つとして当機構が含まれ 田畑　一雄 （理事長代理）



307,132,193

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

14,974,523,208 15,844,150,694 △ 869,627,486 1,334,552,778 1,027,420,585

　（２）　関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　　　関連公益法人等と当法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
　　　　当基金加入員（厚生年金に加入する一定

　　　　条件を満たすすべての当機構職員）の老

　　　　齢、死亡又は脱退について給付を実施



労働関係法人企業年金基金 1,334,552,778 0 ―

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 64,332,300

（注）上記金額は、令和２年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 774,582,300



（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。

健康保険組合

雇用支援機構

松原　和範　　※ （福岡職業能力開発促進センター）

横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

渡辺　隆夫　　※ （経理部次長）

は、昭和５２年から加入し 原口　剛　　　※ （総務部長）

ている。 赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当組合は、昭和３６年に 田畑　一雄　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 設立され、当機構において 松原　吉信　　※ （東京職業訓練支援センター所長）

②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）



112,137,165

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

1,980,009,287 183,256,800 1,796,752,487 3,877,950,273 3,765,813,108

　（２）　関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　　　関連公益法人等と当法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、保険給付及び

　　　　保健事業等を実施



雇用支援機構健康保険組合 3,877,950,273 0 ―

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 125,796,518

（注）上記金額は、令和２年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,813,824,354
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